
適財適所 平成30年度の予算と方針　～限りある財源を適する所へ～

はんだ市報　2018.4.153

半田市の平成30年度当初予算（一般会計）
363億4,000万円

歳入

市税の
内訳

歳出

歳出の
性質別
内訳

市税
227億157万
5千円（62%）

国庫支出金
46億8,179万
2千円（13%）

県支出金
25億1,485万
5千円（7%）

地方消費税交付金
21億9,700万円
 （6%）

市債 
4億1,670万円
（1%） その他

38億2,807万
8千円（11%）

固定資産税
103億5,202万
1千円（46%）

市民税
94億4,825万
2千円（42%）

都市計画税
18億127万
7千円（8%）

市たばこ税
8億1,102万
3千円（3%）

軽自動車税
2億8,741万
6千円（1%）

入湯税
158万6千円
（0%）

その他
25億5,267万
7千円（7%）

民生費
147億4,309万
2千円（40%）

土木費
60億9,279万
6千円（17%）

教育費
40億639万
4千円（11%）

総務費
36億2,067万
3千円（10%）

衛生費
32億1,529万
2千円（9%）

公債費
21億907万
6千円（6%）

その他
22億2,182万
8千円（6%）

扶助費
89億7,059万円
（25%）

物件費
60億8,132万
2千円（17%）

補助費等
56億4,689万
5千円（15%）

人件費
54億6,102万
6千円（15%）

投資的経費
29億7,355万
7千円（8%）

繰出金
28億7,570万
6千円（8%）

公債費
21億907万
6千円（6%）

《用語解説》

性 質 別 内 訳

市税

国庫支出金

県支出金

地方消費税交付金

市債

その他

市民税、固定資産税など市の税金

国からの補助金や負担金など国からの資
金で使途が特定されているもの
県からの補助金や負担金など県からの資
金で使途が特定されているもの

地方消費税を財源とした国からの交付金

市の長期借入金

幼稚園などの使用料や保育園の負担金な
ど

民生費

土木費

教育費

総務費

衛生費

公債費

その他

生活保護費、児童手当など福祉に係る費用

道路、河川、公園の整備費などインフラ整
備に係る費用
小・中学校の管理運営費やスポーツ振興費
など教育に係る費用
一般事務費、交通安全対策費など総合的に
係る費用
各種検診費、ごみ処理費など衛生に係る費
用

市が借りたお金の償還金

消防費、商工費、議会費など

扶助費

物件費

補助費等

人件費

生活保護費、障がい者手当、児童手当など
支援に要する経費
各種業務委託料、臨時職員の賃金、光熱水
費など物品に係る経費
事業会計負担金など特定の目的のための
消費的な経費
職員の給料や手当、議員や各種委員への
報酬など人に係る経費

投資的経費

繰出金

公債費

その他

道路改良費、公共施設建設費など施設等の
将来に残るものに係る経費

特別会計などへの繰出金

市が借りたお金の償還金

維持補修費、貸付金、積立金など

歳　　入 歳　　出


